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研究成果の概要（和文）：　2009年の農地法改正を契機として一般企業の農業参入が進み、家族農業経営を基本とする
日本農業の構造が大きく変化している。このうち、農協による農業経営は従来の農協出資型生産法人に加えて、農協直
営型農業経営の参入が進む中で、単なる担い手の役割を超えて地域農業に対する多様な役割を発揮しつつある。
　そこでは第1に、耕作放棄地の復活・再生への取り組みが本格化する中で、第2に、これと結びついた新規就農者研修
事業が重要な事業分野になりつつある。第3に、JAの農産物直売所への出荷という新たな販売ルートが有力な地位をし
める中で、耕畜連携や6次産業化を実現する地域農業振興に向けた重要な役割を担うに至っている。

研究成果の概要（英文）：Japanese agricultural structure, which is characterized by superiority of family 
farm, has been largely changed through the new entry of non-agricultural enterprises into agriculture 
after agricultural land law reform 2009. Among these new entry enterprises agricultural enterprises 
managed by agricultural cooperatives, have begun to own the new roles within the local agriculture.
First, they deal with the rebirth of abandoned agricultural land, secondly, they begin to undertake 
agricultural training farm closely connected with rebirth of abandoned land. Thirdly, they organize the 
shipment of agricultural products to the direct sales store administrated by agricultural cooperatives, 
and fourthly, they re-construct the cooperation of cultivation and animal husbandry and construct the 
integration of agriculture, manufacturing industry and commerce.

研究分野：農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
農業生産法人をめぐる議論は、農地法の

「耕作者主義」の枠内に法人を位置づけるた

めに法人役員の常時農業従事要件に象徴さ

れる各種の要件をどのように緩和するかと

いう点に焦点が当てられてきたので農業法

人が実現する社会的な生産力水準は十分に

は明らかにされてこなかった。 

企業参入については渋谷往男による一連

の研究（『戦略的農業経営』2009）があるが、

ここでもやはり生産力構造や「直接的生産過

程」の分析は全く行われていない。本研究は

こうした研究史上の空白を埋めるとともに、

今日の段階であるべき農業生産力水準を実

現する「器」としての農業経営はいかなるも

のかを、農村の現場の動きを客観的に把握し

たうえで、虚心坦懐に探ることを目的とした。 

  
２．研究の目的 
申請者らはこれまで構造政策的視点から、

地域との関連の下で経営展開を遂げる農業

経営に焦点を当てた研究を積み重ねてきた。

そこでは従来の家族経営とは質的に異なる

ファームサイズが実現され、地域に応じて

様々の内実をもった企業的農業経営が地域

と密接な関係を取り結んでいることが明ら

かとなっている。 

本研究はこうした研究の延長線上に位置

し、JA による農業経営（JA 出資型農業生産

法人と JA 直営型農業経営）に特別の重点を

おきながら、①最先端に位置する法人農業経

営の生産力構造の把握、②現実の企業形態の

把握・類型化と今後の企業形態像の提起、③

法人農業経営と地域・社会との新たな関係の

検出と理論化、④地域農業構造の差違を念頭

に置いた国際比較の4つを柱として構成され

るものである。 

 
３．研究の方法 

本研究の計画は、①最先端に位置する法人

農業経営の生産力構造の現地実態調査によ

る把握、②農業の「直接的生産過程」に参入

した農外企業経営調査、③JA 出資農業生産法

人および集落営農という地域ベースでの展

開を図る経営体の調査という3つの現地実態

調査を中心としつつ、④多様な地域再編の動

きの萌芽を収集する Small business 調査、

⑤これまで地域社会の要として機能してき

た市町村公社調査によって補完され、⑥さら

に海外との比較検討を行うことでその相対

化を図るというものである。 

 
４．研究成果 

以上のように、本研究がカバーした領域は

かなり広く、限られた紙幅の中で全容を紹介

することは著しく困難である。そこで、最も

重点をおいて研究を実施した JA による農業

経営の今日的な到達点をやや概括的に紹介

することによって、研究成果の紹介に代える

ことにしたい。 

(1)高まる JAによる農業経営に対する関心  

 JA出資型農業生産法人とJAによる直営型

農業経営という「JA による農業経営」に関

心が集まっている。もとより、前者は 1993

年に法認されてからすでに 20 年余の歴史を

刻んでいるし、後者についても 2009 年の法

認から 5年という歳月が流れており、今日の

時点で実態がどうなっているのかという点

について、JA グループだけでなく、農水省

を含む行政関係者からも熱い視線が寄せら

れているからである。 

 これにはいくつかの背景がある。第 1 に、

JA による農業経営は決して特殊な地域の、

特殊な部門に関わる組織形態ではなく、全国

どこにでもみられる経営形態にまで存在感

を高めているからである。2013 年に実施し

た全国アンケート調査によって初めて二つ

の形態を合わせた経営がついに500の大台に

乗ったという事実提示された。 

研究代表者らが『JA（農協）出資農業生産



法人』を通して、JA による農業経営の意義

を世に問うたのは 2006 年であったが、その

際に把握されていた JA 出資型農業生産法人

数は 144に止まっていた。ところが今回の調

査によれば、その当時すでに 244の法人が存

在していたのだから、研究代表者らは対象の

6 割程度しか認識せずに議論をしていたわけ

である。その後の JA 出資型法人のめざまし

い発展は我々の議論が決して間違っていた

とはいえないことを側面から評価している

のではないか。当時は JA 出資型法人が数の

上からも重要だということを指摘するため

に、市町村農業公社や特定農業団体・特定農

業法人の数との対比を常に行っていたこと

を考えると隔世の感が強い。 

と同時に、第 2 に、JA による農業経営が

決して特殊なものではないにも関わらず、そ

の実態がどうなっているかという点につい

ては必ずしも共通の理解が得られていると

は言いがたいことが、数の多さとは反比例的

に新たな疑問を惹起しているのではないか

と思われるからである。大規模な経営体、最

後の「お助けマン」（駆け込み寺）としての

JA による農業経営に対する期待が高まれば

高まるほど、改めて単なる大経営、法人経営

とは異なる JA による農業経営の固有の存在

理由・意義とは何かが、その一般性とともに

問われているからである。 

この点では今回の調査研究で初めて本格

的に畜産・酪農分野の実態にもメスを入れた

ことを指摘しておきたい。なぜなら、集落営

農といえば水田農業という言葉が反射的に

返ってくるのと同様に、JA による農業経営

も構造問題が最も深刻な水田農業に対する

解決策の一つとして構想され、取り組まれて

きた経緯から、大方の関心がそこに集中して

きたからである。こうした表層的な理解を批

判するかのように、JA による農業経営は耕

種部門においても水田農業の枠を大きく超

えて、畑作・園芸作・果樹作に広がり、優れ

た実践例を生み出しているが、本研究では初

めて酪農で有名な JA 浜中町（北海道）を取

り上げ、やや詳細に検討することを通じて JA

による農業経営の「最先進事例」としての位

置づけを与えた。JA による農業経営は単に

水田農業から他の部門に広がったというだ

けでなく、それらの分野で独自の発展を遂げ、

新たな領域を切り拓いていることが指摘さ

れねばならないからである。 

 さらに、第 3 に、JA による農業経営の有

力な一角として形成され始めた JA 直営型経

営がどのような広がりをもち、どのような発

展傾向を示すのかに関心が集まっているか

らである。そこで、今回は初めて JA 直営型

経営に対してもアンケート調査を試み、その

実態の計数的な把握を試みた。また、これま

でに行ってこなかった畜産・酪農の JA 直営

型経営についても個別調査を行い、実態の一

端を定性的に把握することにした。なぜなら、

JA 直営型経営においては畜産（とくに肉用

牛・養豚）が優勢だからである。 

 そして、第 4 に、JA による農業経営の有

力な事業部門として登場しつつある「新規就

農研修事業」が注目を集めているからである。

JA による農業経営は家族農業経営（第 1 の

担い手）や集落営農（第 2の担い手）に代替

する「地域農業の最後の担い手」（第 3 の担

い手）という当初の位置づけから次第に性格

を深化させ、耕作放棄地を復旧・再生し、地

域における農地利用調整機能を担いながら

担い手を積極的に研修・育成・支援するとい

う「地域農業の最後の守り手」の役割を果た

すようになってきた。そこではとくに、家族

農業経営の絶対数の激減という新たな状況

下で新規就農研修事業の実施を通じて積極

的に家族経営を創出することが重要な課題

になりつつあるといってよい。 

しかし、今日では最先進 JA 出資型法人に

おいてはすでに次の段階に飛躍しつつある

というべきであろう。それは一方では耕種部



門において、（有）信州うえだファーム（2000

年 3月設立）に典型的に示される。ここでは、

地域農業のほぼ全ての領域に事業展開し、

「地域農業の最後の攻め手」の役割を担い始

めているからである。他方では畜産・酪農部

門において、（株）酪農王国（北海道浜中町）

に示されている。ここでは、JA 出資型法人

に地域の一般企業が共同出資し、従業員を出

向させるだけでなく、この法人での従業員と

しての研修を経由して、家族農業経営ではな

く雇用型の法人農業経営の新規設立を図る

といった「新規就農研修」の全く新しい形が

追求されているからである。これにより経営

継承の困難を抱える大規模経営の受け皿が

確保され、農外企業の経営感覚の積極的な活

用によって、地域農業経営発展の新たな可能

性が切り拓かれつつある。JA 出資型法人酪

農王国は「地域農業の最後の攻め手」として、

一般企業の農業参入に新しい姿を提供して

いる。 

 (2)JA浜中町の実践にみるJAによる農業経

営の到達点 

そこで、酪農王国を軸とした JA 浜中町に

おける酪農経営支援の全体像を紹介し、JA

による農業経営の今日的到達点を改めて確

認することにしたい。 

その含意は、第 1に、JA浜中町では 2009

年の JA 出資型法人酪農王国の設立に先駆け

て、農協所有の「公共育成牧場」の運営とい

う実質的な「農協直営型経営」が 1975 年か

ら開始しており、酪農王国はその到達点とも

いうべき性格を備えているからである。 

第 2 に、酪農王国に先駆けて、2004 年に

は（有）浜中町就農者研修牧場が設立され、

家族経営による新規就農を支援する JA 出資

型法人が誕生しているからである。したがっ

て、この研修牧場の成果にもかかわらず、酪

農王国を立ち上げざるをえなかったところ

に、酪農経営をめぐる危機の今日的な深化が

投影されている。   

しかも第 3 に、（有）浜中町就農者研修牧

場の設立に先駆けて、1991 年から農協直営

の就農者研修牧場事業が始まっていたこと

が指摘される。全国に先駆け、1983 年から

浜中町で始まった新規就農者研修事業は先

進家族経営における研修を通じて実施され、

着実な成果をあげてきた。  

しかし、家族経営自体が家族労働力の限界

まで規模拡大する中で、研修生を受け入れる

余裕がなくなるとともに、1989 年に始まっ

たヘルパー事業の実施を通じて新たな新規

就農ルートの確保がめざされたものの、家族

経営の後退に歯止めがかかったわけではな

かった。1991 年の研修牧場の設立はこうし

た先行的な取り組みの限界を打ち破り、幅を

広げるものとして構想され、実現されたわけ

である。にもかかわらず、研修施設であって、

経営体ではないという直営研修牧場にも限

界があった。その限界を打ち破り、独自に農

地を借り入れ、分農場を設立してスムーズな

新規就農を実現する企業形態として JA 出資

型法人が選択されたのはそれなりの地域農

業危機の深化という背景があったというべ

きであろう。 

そして、第 4に、耕種部門と畜産（家畜飼

養）部門にまたがる酪農経営における JA に

よる農業経営の検討は、JA による農業経営

の課題を幅広く検討する上で格好の素材を

提供するものだといってよい。そこでは、一

方で、耕種・畜産（家畜飼養）の部門間の分

離と結合のあり方の変遷の中でどのような

JA による農業経営の企業形態が選択される

かという問題に光があてられ、他方で、家畜

飼養における JA 直営型経営の意義を歴史的

に問うことによって、肉用牛などで現在なお

多数存在している直営型経営の今後のあり

方を考える上でのヒントが得られるという

ことができる。 
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